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財務省「地域企業における従業員確保の動向について」（令和4年5⽉）
https://www.mof.go.jp/about_mof/zaimu/kannai/202201/tokubetsu.pdf

財務省「企業活動における従業員及び地域社会への配慮、社会的価値の提供」（令和4年1⽉）
https://www.mof.go.jp/about_mof/zaimu/kannai/202104/tokubetsu.pdf

財務省「財務局調査による「賃⾦等の動向」について」（令和元年5⽉）
https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/12360250/www.mof.go.jp/about_mof/zaimu/kannai/201901/t
inginnodoukouzirei093.pdf

特別調査の概要等
１．調査の概要
地域企業における賃上げ等の動向について把握するため、各財務局等が管内の企業
等に調査（ヒアリング）を⾏い、その結果を公表する。
（１）調査期間 ︓ 2023年3⽉中旬〜4⽉中旬
（２）調査対象 ︓ 各財務局が管内経済情勢報告を取りまとめる際に従来から

継続的にヒアリングを実施している企業等。全国計1,161社。
（３）調査⽅法 ︓ 各財務局においてヒアリング調査を⾏い、回答を分類。
（４）調査内容 ︓ 質問項⽬において、2022年度及び2023年度の取組を確認。
２．企業規模別、調査時期別及び業種別の回答状況

３．財務局等の管轄区域

４．⽤語の定義
 「ベア（ベースアップ）」とは、賃⾦表等の改定により賃⾦⽔準を引き上げること。
 「定期昇給」とは、毎年⼀定の時期を定めて、その企業の昇給制度に従って⾏わ
れる昇給。また、毎年時期を定めて⾏っている場合は、能⼒、業績評価に基づく
査定昇給なども含む。

 「賞与・⼀時⾦・⼿当」とは、１年間における賞与、期末⼿当等特別給与額（
いわゆるボーナス）をいう。⽀給事由の発⽣が不確定な⼿当や、新しい協約によ
る給与の追給額も含まれる。

（参考）過去の類似テーマの調査結果
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財務局等 管轄都道府県 本局所在地

北 海 道 財 務 局 北海道 札幌市

東 北 財 務 局 宮城県、⻘森県、岩⼿県、秋⽥県、⼭形県、福島県 仙台市

関 東 財 務 局 埼⽟県、茨城県、栃⽊県、群⾺県、千葉県、東京都、神奈川県、
新潟県、⼭梨県、⻑野県 さいたま市

北 陸 財 務 局 ⽯川県、富⼭県、福井県 ⾦沢市

東 海 財 務 局 愛知県、岐⾩県、静岡県、三重県 名古屋市

近 畿 財 務 局 ⼤阪府、滋賀県、京都府、兵庫県、奈良県、和歌⼭県 ⼤阪市

中 国 財 務 局 広島県、⿃取県、島根県、岡⼭県、⼭⼝県 広島市

四 国 財 務 局 ⾹川県、徳島県、愛媛県、⾼知県 ⾼松市

九 州 財 務 局 熊本県、⼤分県、宮崎県、⿅児島県 熊本市

福 岡 財 務 ⽀ 局 福岡県、佐賀県、⻑崎県 福岡市

沖 縄 総 合 事 務 局 沖縄県 那覇市

５．注意事項
 結果数値（％）は⼩数点第2位を四捨五⼊しているため、合計が100.0％になら
ない場合がある。

 あくまで各財務局がヒアリングを⾏った企業についての調査結果であるため、⽇本企
業全体の賃上げ等の動向を網羅した調査結果ではない。

 本調査では、「不明・無回答」を除いて各項⽬の割合等を集計している。

企 業 規 模 回答企業数
⼤企業（資本⾦ 10億円以上） 485社
中堅企業（資本⾦ 1億円以上 10億円未満） 302社
中⼩企業（資本⾦ 1億円未満） 371社
中堅・中⼩企業（資本⾦10億円未満） 673社

商業組合や公的な団体等 3社
合 計 1,161社

業種 回答企業数

⾮製造業

01 農業、林業 5社
08 漁業 0社
10 鉱業、採⽯業、砂利採取業 0社
15 建設業 65社
70 電気業 2社
71 ガス・熱供給・⽔道業 1社
60 情報通信業 13社
61 陸運業 28社
64 ⽔運業 2社
69 その他の運輸業 5社
40 卸売業 28社
49 ⼩売業 323社
59 不動産業 23社
77 リース業 9社
73 その他の物品賃貸業 2社
75 宿泊業 53社
50 飲⾷サービス業 26社
76 ⽣活関連サービス業 21社
79 娯楽業 13社
74 広告業 4社
82 純粋持株会社 9社
83 その他の学術研究、専⾨・技術サービ
ス業 5社
80 医療、福祉業 1社
85 教育、学習⽀援業 1社
86 職業紹介・労働者派遣業 7社
89 その他のサービス業 9社
91 銀⾏業 12社
92 貸⾦業等 0社
93 ⾦融商品取引業 0社
94 その他の⾦商 0社
95 ⽣命保険業 0社
96 損害保険業 0社
97 その他の保険業 0社
⼩計 667社

合計 1,161社

業種 回答企業数

製造業

18 ⾷料品製造業 62社
20 繊維⼯業 15社
22 ⽊材・⽊製品製造業 6社
24 パルプ・紙・紙加⼯品製造業 14社
25 印刷・同関連業 1社
26 化学⼯業 47社
27 ⽯油製品・⽯炭製品製造業 3社
30 窯業・⼟⽯製品製造業 20社
31 鉄鋼業 34社
32 ⾮鉄⾦属製造業 9社
33 ⾦属製品製造業 25社
51 はん⽤機械器具製造業 16社
34 ⽣産⽤機械器具製造業 63社
37 業務⽤機械器具製造業 8社
35 電気機械器具製造業 36社
29 情報通信機械器具製造業 52社
36 ⾃動⾞・同附属品製造業 43社
38 その他の輸送⽤機械器具製造業 19社
39 その他の製造業 21社
⼩計 494社

https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/12360250/www.mof.go.jp/about_mof/zaimu/kannai/201901/tinginnodoukouzirei093.pdf


28.8%(183社)

73.7%(469社)

33.2%(211社)

5.0%(32社)

11.9%(76社)

56%(315社)

77.8%(438社)

29.7%(167社)

6.0%(34社)

5.3%(30社)

①ベアを⾏った

②定期昇給を⾏った

③賞与・⼀時⾦・⼿当等
増額を⾏った

④その他

⑤賃⾦引上げを⾏わなかった

38.7%(432社)

78.7%(877社)

36.1%(403社)

5.3%(59社)

8.1%(90社)

62.1%(623社)

81.6%(819社)

30.5%(306社)

5.3%(53社)

3.4%(34社)

①ベアを⾏った

②定期昇給を⾏った

③賞与・⼀時⾦・⼿当等
増額を⾏った

④その他

⑤賃⾦引上げを⾏わなかった

 2023年度に「ベア（ベースアップ）」を⾏う企業は６割超となり、昨年度（４割弱）よりも⼤幅に増加している。特に、⾮
製造業での増加が顕著となっている（３割弱から６割弱）。

 ベアを実施する企業が増加する⼀⽅、賞与・⼀時⾦・⼿当等増額を⾏った企業は減少しており、企業⾏動の変化が⾒て
取れる。

賃⾦引上げの動向

（１）2022〜2023年度の賃⾦引上げの動向（複数回答可）

回答社数 上段（2022年度）︓ 1,115社（不明・無回答46社除く）
下段（2023年度）︓ 1,004社（不明・無回答157社除く）
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全規模・全産業

「その他」
〇 初任給・若⼿社員の給与の改定・増額等 【⽣産⽤機械・⼤・北陸、宿泊・中⼩・関東ほか】
〇 社員の業績に応じた給与体系への改定等【⼩売・中堅・東北、⾷料品・⼤・近畿ほか】
〇 確定拠出型年⾦の拠出額を増額【⼩売・⼤・九州ほか】

製造業

⾮製造業

回答社数 上段（2022年度）︓479社（不明・無回答15社除く）
下段（2023年度）︓441社（不明・無回答53社除く）

回答社数 上段（2022年度）︓636社（不明・無回答31社除く）
下段（2023年度）︓563社（不明・無回答104社除く）

52.0%(249社)

85.2%(408社)

40.1%(192社)

5.6%(27社)

2.9%(14社)

69.8%(308社)

86.4%(381社)

31.5%(139社)

4.3%(19社)

0.9%(4社)

①ベアを⾏った

②定期昇給を⾏った

③賞与・⼀時⾦・⼿当等
増額を⾏った

④その他

⑤賃⾦引上げを⾏わなかった



0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2022年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2022年度

①5.0％以上 ②4.0〜5.0％未満 ③3.0〜4.0％未満

④2.0〜3.0％未満 ⑤1.0〜2.0％未満 ⑥1.0％未満

 2023年度において、ベアを実施した企業における「ベアのみ」の引上げ率を⾒ると、「３％以上」と回答した企業は4割弱と、
昨年度よりも増加している。

 ベアまたは定期昇給を実施した企業における「ベア+定期昇給分の年収ベース」の引上げ率は、「５％以上」と回答した企
業は２割弱、「３％以上」と回答した企業は5割超と、昨年度に⽐べ増加しており、引上げ率が⾼まっている。

賃⾦引上げ率の動向①

（２）2023年度の賃⾦引上げ率について（2022年度との⽐較）

回答社数 2022年度︓292社（不明・無回答140社除く）
2023年度︓389社（不明・無回答234社除く）
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ベアを実施した企業における「ベアのみ」の引上げ率

回答社数 2022年度︓734社（不明・無回答226社除く）
2023年度︓639社（不明・無回答285社除く）

ベアまたは定期昇給を実施した企業における
「ベア+定期昇給分の年収ベース」の引上げ率

16.9%

51.2%

18.8%

全規模・全産業 全規模・全産業

13.7%

37.3%

4.1%



0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2022年度

①5.0％以上 ②4.0〜5.0％未満
③3.0〜4.0％未満 ④2.0〜3.0％未満
⑤1.0〜2.0％未満 ⑥1.0％未満

 2023年度の「ベア+定期昇給+賞与等を含む年収ベース」の引上げ率について、全規模・全産業ベースでみると、何らかの
賃上げを実施した企業のうち、上記引上げ率を「３％以上」と回答した企業は６割と、昨年度に⽐べ⼤幅に増加している。

 規模別でみると、上記引上げ率を「３％以上」と回答した割合は、昨年度に⽐べ、⼤企業の伸びほどではないものの、中堅・
中⼩企業も伸びている。

 業種別でみると、上記引上げ率を「３％以上」と回答した割合は、昨年度に⽐べ、⾮製造業の伸びが製造業の伸びより⼤
きい。

賃⾦引上げ率の動向②（業種別・規模別）

回答社数 2022年度︓721社（不明・無回答304社除く）
2023年度︓587社（不明・無回答383社除く）
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全規模・全産業

製造業 ⾮製造業

⼤企業 中堅・中⼩企業

回答社数 2022年度︓332社（不明・無回答133社除く）
2023年度︓270社（不明・無回答167社除く）

回答社数 2022年度︓389社（不明・無回答171社除く）
2023年度︓317社（不明・無回答216社除く）

回答社数 2022年度︓293社（不明・無回答145社除く）
2023年度︓233社（不明・無回答173社除く）

回答社数 2022年度︓426社（不明・無回答159社除く）
2023年度︓353社（不明・無回答209社除く）

（２）2023年度の賃⾦引上げ率について（2022年度との⽐較）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2022年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2022年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2022年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2022年度

60.0%

何らかの賃上げを実施した企業における「ベア+定期昇給+賞与等含む年収ベース」の引上げ率

＋26%ポイント +21%ポイント+34%ポイント

+20%ポイント +31%ポイント



774社(80.4%)

616社(64%)

416社(43.2%)

97社(10.1%)

127社(13.2%)

144社(15%)

63社(6.5%)

①社員のモチベーション向上、
待遇改善、離職防⽌

②物価上昇への対応

③新規⼈材の確保

④業績（収益）好調
（⾒通し含む）

⑤同業他社の動向

⑥労使間交渉に対応

⑦その他

「社員のモチベーション向上、待遇改善、離職防⽌」/「新規⼈材の確保」
〇 販売や接客を希望する⼈が減り、待遇を上げなければ⼈材が確保できない【⼩売・

中⼩・近畿ほか】
〇 経営状況が厳しいが、同業他社に⾒劣りしない⽔準に引き上げることで、離職防⽌

につなげる【鉄鋼・中堅・東北ほか】

「物価上昇への対応」
〇 物価上昇のなかで、従業員の⽣活を維持するため、賃上げを実施 【⽣産⽤機械・

⼤・東海ほか】 6

 2023年度に賃⾦引上げを実施する理由について、「社員のモチベーション向上、待遇改善、離職防⽌」と回答した企業
が最多。具体的な企業の声として、「⼈材確保のため賃上げが必要」などが聞かれた。

 2023年度に賃⾦引上げを実施しない理由について、「業績（収益）低迷（⾒通し含む）」と回答した企業が最多。具
体的な企業の声として、「原材料価格や電気料⾦の⾼騰に伴う業績低迷のため」などが聞かれた。

賃⾦引上げを実施する理由/しない理由

（３）賃⾦引上げを実施する理由（最⼤３項⽬まで回答可）

回答社数︓963社（不明・無回答7社除く）

（４）賃⾦引上げを実施しない理由（最⼤３項⽬まで回答可）

回答社数︓34社

「業績（収益）低迷（⾒通し含む）」
〇 原材料価格⾼騰などから業績が下がっていたため【⾷料品・中堅・四国ほか】
〇 電気料⾦上昇に伴う⼤幅⾚字のため【化学・⼤・東北ほか】

「借⼊⾦の返済を優先」
〇 利益をまずコロナ禍での借⼊⾦の返済に充てるため【飲⾷サービス・中⼩・関東ほか】

23社(67.6%)

6社(17.6%)

5社(14.7%)

2社(5.9%)

2社(5.9%)

3社(8.8%)

2社(5.9%)

3社(8.8%)

6社(17.6%)

①業績（収益）低迷
（⾒通し含む）

②価格転嫁ができない、
または追いつかないため

③借⼊⾦の返済を優先

④⼈材の確保を優先
（新規⼈材を含む）

⑤内部留保強化を優先

⑥設備投資増強

⑦同業他社の動向

⑧直近に賃上げを実施したため

⑨その他



473社(47.5%)

219社(22%)

485社(48.7%)

10社(1%)

208社(20.9%)

446社(48.8%)

196社(21.5%)

500社(54.8%)

15社(1.6%)

162社(17.7%)

①⾮正規雇⽤から
正規雇⽤への転換の推進

②⾮正規雇⽤に対する
同⼀労働同⼀賃⾦の適⽤

③⾮正規雇⽤に対する
給与・⼀時⾦・⼿当等の増加

④その他（⾦銭⾯に限る）

⑤特になし（必要だと思うが
実施できていない等を含む）

 ⾮正規職員に対する待遇について、昨年度と⽐較して2023年度は、「③⾮正規雇⽤に対する給与・⼀時⾦・⼿当等の
増加」の実施割合が増加している。

 ⾮正規職員に対する賃⾦等の待遇改善の取組の実施割合は、製造業よりも⾮製造業において⾼い。

⾮正規職員に対する待遇
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全規模・全産業

製造業

⾮製造業

（５）⾮正規雇⽤の従業員に対する賃⾦等の待遇について（複数回答可）

回答社数 上段（2022年度）︓ 995社（不明・無回答166社除く）
下段（2023年度）︓ 913社（不明・無回答248社除く）

回答社数 上段（2022年度）︓ 411社（不明・無回答83社除く）
下段（2023年度）︓ 377社（不明・無回答117社除く）

回答社数 上段（2022年度）︓ 584社（不明・無回答83社除く）
下段（2023年度）︓ 536社（不明・無回答131社除く）

「その他」
〇 特殊な技術や知識を持つ者を⾮正規として再雇⽤する場合の待遇を検討【⼩売・

中堅・福岡】
〇 インフルエンザ予防接種の補助⾦について、⾮正規職員にまで適⽤範囲を拡⼤

【はん⽤機械・⼤・近畿】
〇 ⼈事評価による昇給【⼩売・中⼩・近畿】

取組実施
割合
76.1％

取組実施
割合
86.6％

188社(45.7%)

92社(22.4%)

181社(44%)

3社(0.7%)

94社(22.9%)

173社(45.9%)

76社(20.2%)

179社(47.5%)

3社(0.8%)

90社(23.9%)

①⾮正規雇⽤から
正規雇⽤への転換の推進

②⾮正規雇⽤に対する
同⼀労働同⼀賃⾦の適⽤

③⾮正規雇⽤に対する
給与・⼀時⾦・⼿当等の増加

④その他（⾦銭⾯に限る）

⑤特になし（必要だと思うが
実施できていない等を含む）

285社(48.8%)

127社(21.7%)

304社(52.1%)

7社(1.2%)

114社(19.5%)

273社(50.9%)

120社(22.4%)

321社(59.9%)

12社(2.2%)

72社(13.4%)

①⾮正規雇⽤から
正規雇⽤への転換の推進

②⾮正規雇⽤に対する
同⼀労働同⼀賃⾦の適⽤

③⾮正規雇⽤に対する
給与・⼀時⾦・⼿当等の増加

④その他（⾦銭⾯に限る）

⑤特になし（必要だと思うが
実施できていない等を含む）



＜参考＞賃⾦引上げの動向（規模別）
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⼤企業 中堅・中⼩企業 回答社数 上段（2022年度）︓ 654社（不明・無回答19社除く）
下段（2023年度）︓ 592社（不明・無回答81社除く）

回答社数 上段（2022年度）︓ 459社（不明・無回答26社除く）
下段（2023年度）︓ 410社（不明・無回答75社除く）

51.0%(234社)

83.7%(384社)

39.7%(182社)

7.0%(32社)

4.6%(21社)

77.6%(318社)

85.9%(352社)

33.7%(138社)

6.1%(25社)

1.0%(4社)

①ベアを⾏った

②定期昇給を⾏った

③賞与・⼀時⾦・⼿当等増額を
⾏った

④その他

⑤賃⾦引上げを⾏わなかった

30.3%(198社)

75.4%(493社)

33.6%(220社)

4.0%(26社)

10.6%(69社)

51.5%(305社)

78.7%(466社)

28.2%(167社)

4.7%(28社)

5.1%(30社)

①ベアを⾏った

②定期昇給を⾏った

③賞与・⼀時⾦・⼿当等増額を
⾏った

④その他

⑤賃⾦引上げを⾏わなかった



回答社数 2022年度︓332社（不明・無回答133社除く）
2023年度︓270社（不明・無回答167社除く）

＜参考＞2023年度の賃⾦引上げ率について（2022年度との⽐較）（業種別）
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①5.0％以上 ②4.0〜5.0％未満 ③3.0〜4.0％未満
④2.0〜3.0％未満 ⑤1.0〜2.0％未満 ⑥1.0％未満

製造業 回答社数 2022年度︓174社（不明・無回答75社除く）
2023年度︓196社（不明・無回答112社除く）

⾮製造業 回答社数 2022年度︓118社（不明・無回答65社除く）
2023年度︓193社（不明・無回答122社除く）

製造業 ⾮製造業回答社数 2022年度︓357社（不明・無回答90社除く）
2023年度︓295社（不明・無回答127社除く）

回答社数 2022年度︓377社（不明・無回答136社除く）
2023年度︓344社（不明・無回答158社除く）

製造業 ⾮製造業 回答社数 2022年度︓389社（不明・無回答171社除く）
2023年度︓317社（不明・無回答216社除く）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2022年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2022年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2022年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2022年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2022年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2022年度

（P.5︓再掲）

ベアを実施した企業における「ベアのみ」の引上げ率

ベアまたは定期昇給を実施した企業における「ベア+定期昇給分の年収ベース」の引上げ率

何らかの賃上げを実施した企業における「ベア+定期昇給+賞与等含む年収ベース」の引上げ率



①5.0％以上 ②4.0〜5.0％未満
③3.0〜4.0％未満 ④2.0〜3.0％未満
⑤1.0〜2.0％未満 ⑥1.0％未満

回答社数 2022年度︓79社（不明・無回答28社除く）
2023年度︓114社（不明・無回答54社除く）

回答社数 2022年度︓57社（不明・無回答34社除く）
2023年度︓81社（不明・無回答56社除く）

＜参考＞2023年度の賃⾦引上げ率について（2022年度との⽐較）（規模別）
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中⼩企業⼤企業

回答社数 2022年度︓156社（不明・無回答78社除く）
2023年度︓194社（不明・無回答124社除く）

中堅企業

中⼩企業⼤企業 中堅企業
回答社数 2022年度︓313社（不明・無回答106社除く）

2023年度︓262社（不明・無回答129社除く）
回答社数 2022年度︓226社（不明・無回答63社除く）

2023年度︓202社（不明・無回答84社除く）
回答社数 2022年度︓195社（不明・無回答57社除く）

2023年度︓174社（不明・無回答72社除く）

中⼩企業⼤企業 中堅企業
回答社数 2022年度︓293社（不明・無回答145社除く）

2023年度︓233社（不明・無回答173社除く）
回答社数 2022年度︓195社（不明・無回答74社除く）

2023年度︓168社（不明・無回答91社除く）
回答社数 2022年度︓231社（不明・無回答85社除く）

2023年度︓185社（不明・無回答118社除く）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2022年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2022年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2022年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2022年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2022年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2022年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2022年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2022年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2022年度

ベアを実施した企業における「ベアのみ」の引上げ率

ベアまたは定期昇給を実施した企業における「ベア+定期昇給分の年収ベース」の引上げ率

何らかの賃上げを実施した企業における「ベア+定期昇給+賞与等含む年収ベース」の引上げ率 （P.5︓再掲）



＜参考＞賃⾦引上げを実施する理由（規模別・業種別）

11

業種別 規模別回答社数 上段（製造業） ︓435社（不明・無回答2社除く）
下段（⾮製造業）︓528社（不明・無回答5社除く）

回答社数 上段（⼤企業） ︓406社
中段（中堅企業）︓255社（不明・無回答4社除く）
下段（中⼩企業）︓300社（不明・無回答3社除く）

※ 最⼤３項⽬まで回答可

348社(80%)

298社(68.5%)

187社(43%)

40社(9.2%)

57社(13.1%)

73社(16.8%)

24社(5.5%)

426社(80.7%)

318社(60.2%)

229社(43.4%)

57社(10.8%)

70社(13.3%)

71社(13.4%)

39社(7.4%)

①社員のモチベーション向上、
待遇改善、離職防⽌

②物価上昇への対応

③新規⼈材の確保

④業績（収益）好調
（⾒通し含む）

⑤同業他社の動向

⑥労使間交渉に対応

⑦その他

327社(80.5%)

283社(69.7%)

175社(43.1%)

36社(8.9%)

58社(14.3%)

80社(19.7%)

29社(7.1%)

197社(77.3%)

144社(56.5%)

110社(43.1%)

26社(10.2%)

23社(9%)

38社(14.9%)

17社(6.7%)

249社(83%)

188社(62.7%)

131社(43.7%)

35社(11.7%)

45社(15%)

26社(8.7%)

17社(5.7%)

①社員のモチベーション向上、
待遇改善、離職防⽌

②物価上昇への対応

③新規⼈材の確保

④業績（収益）好調
（⾒通し含む）

⑤同業他社の動向

⑥労使間交渉に対応

⑦その他



問い合わせ先

財務省⼤⾂官房総合政策課

東京都千代⽥区霞が関３丁⽬１番１号
℡． 03－3581－4111 （内線）2252，2225
財務省ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ https://www.mof.go.jp/




